
1 

外国送金取引規定（＜北陸銀行＞外国送金事前申込サービス・その他外国送金 版） 制定 

株式会社 北陸銀行 

主な改定箇所 新旧対照表 

（2026 年 8 月 17 日改定） 

（注）下線は変更箇所を示す。 

改 定 後 

〔外国送金取引規定（＜北陸銀行＞外国送金事前申込

サービス・その他外国送金 版）〕 

現   行 

〔外国送金取引規定〕 

摘   要 

１．（適用範囲） 

外国向送金依頼による次の各号に定める外国送金取引

については、この規定により取り扱います。 

２．（定義） 

この規定における用語の定義は、次のとおりとします。 

①～④（略） 

⑤ SWIFT（スイフト） 

 銀行間の国際金融取引に係る事務処理の機械化、合理

化および自動処理化を推進するため、参加銀行間の国際

金融取引に関するメッセージをコンピュータと通信回

線を利用して伝送するネットワークシステム、あるいは

運営母体である国際銀行間通信協会（Society for 

Worldwide Interbank Financial Telecommunication 

SC）のことをいう。 

３．（送金の依頼） 

１．（適用範囲） 

外国送金依頼書兼告知書による次の各号に定める外国

送金取引については、この規定により取扱います。 

２．（定義） 

この規定における用語の定義は、次のとおりとします。 

①～④（略） 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

３．（送金の依頼） 

 

 

 

 

 

 

 

SWIFT の定義につい

て追加 
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(1) （略） 

① 送金の依頼は、当行所定の時間内に受け付けます。 

② 送金の依頼にあたっては、当行所定の方法により当

行所定の事項を正確に入力してください。 

 

 

 

 

 

③ 当行は前号により入力された事項を依頼内容とし

ます。 

(2) （略） 

① 送金の依頼にあたっては、送金原因その他所定の事

項を入力してください。 

② 所定の公的書類により本人確認済みの送金依頼人

の預金口座から送金資金を振り替える場合等を除き、

（削除）必要とされる事項を告知してください。 

 

 (3) 送金の依頼を受け付けるにあたって、当行は、「犯

罪による収益の移転防止に関する法律」および「外国為

替及び外国貿易法」を遵守し、マネー・ローンダリング、

テロ資金供与、拡散金融を防止するため、送金資金の源

泉を立証する書類の提示を求めることがあります。 

(1)（略） 

① 送金の依頼は、窓口営業時間内に受付けます。 

② 送金の依頼にあたっては、当行所定の外国送金依頼

書兼告知書を使用し、送金の種類、支払方法、支払銀行

名・店舗名、受取人名、受取人口座番号、受取人の住所・

電話番号、送金通貨、送金金額、依頼人名、依頼人の住

所・電話番号、関係銀行手数料の負担者区分など当行所

定の事項を正確に記入し、署名または記名押印のうえ、

提出してください。 

③ 当行は前号により外国送金依頼書兼告知書に記載

された事項を依頼内容とします。 

(2) （略） 

① 外国送金依頼書兼告知書に、送金原因その他所定の

事項を記入してください。 

② 所定の公的書類により本人確認済みの送金依頼人

の預金口座から送金資金を振替える場合等を除き、当行

所定の外国送金依頼書兼告知書に必要とされる事項を

記入し提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

現状の外国送金取り

扱い内容に合わせ改

定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「マネー・ローンダリ

ング、テロ資金供与、

拡散金融の防止」に関

する記載を追加 
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(4) 送金の依頼にあたっては、送金依頼人は当行に、

送金資金の他に、当行所定の送金手数料・関係銀行手数

料その他この取引に関連して必要となる手数料・諸費用

（以下「送金資金等」といいます）を支払ってください。

なお、小切手その他の証券類による送金資金等の受け入

れはしません。 

４．（送金委託契約の成立と解除等） 

(1) 送金委託契約は、当行が送金の依頼を承諾し、送

金資金等を受領した時に成立するものとします。 

 

(2) 前項により送金委託契約が成立したときは、当行

は、その契約内容に関して、外国向送金計算書等を交付

します。この外国向送金計算書等は、解除や組戻しの場

合など、後日提出していただくことがありますので、大

切に保管してください。 

(3) 第 1 項により送金委託契約が成立した後において

も、当行が関係銀行に対して支払指図を発信する前に次

の各号の事由の一にでも該当すると認めたときは、当行

から送金委託契約の解除ができるものとし、送金依頼人

から受け取った送金資金等を返却します。 

この場合、解除によって生じた損害について当行は責任

を負いません。 

①～③（略） 

(3) 送金の依頼にあたっては、送金依頼人は当行に、

送金資金の他に、当行所定の送金手数料・関係銀行手数

料その他この取引に関連して必要となる手数料・諸費用

(以下「送金資金等」といいます)を支払ってください。

なお、小切手その他の証券類による送金資金等の受入れ

はしません。 

４．（送金委託契約の成立と解除等） 

(1) 送金委託契約は、当行が送金の依頼を承諾し、外

国向送金計算書等を交付した時に成立するものとしま

す。 

(2) （追加）この外国向送金計算書等は、解除や組戻

しの場合など、後日提出していただくことがありますの

で、大切に保管してください。 

 

 

(3) 第 1 項により送金委託契約が成立した後において

も、当行が関係銀行に対して支払指図を発信する前に次

の各号の事由の一にでも該当すると認めたときは、当行

から送金委託契約の解除ができるものとし（追加）ます。 

 

この場合、解除によって生じた損害については当行は責

任を負いません。 

①～③（略） 

条文の繰り下げ 

 

 

 

 

 

 

送金委託契約の解釈

を修正 

 

現状の外国送金取り

扱い内容に合わせ改

定 

 

 

現状の外国送金取り

扱い内容に合わせ改

定 
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④ 送金がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、拡

散金融、もしくは外為法令等に抵触する取引に利用さ

れ、またはそのおそれがあるとき 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

５．（支払指図の発信等） 

(1)（略） 

(2) 当行は送金実行のために、日本および海外の関係

各国の法令・制度・勧告・習慣、関係銀行所定の手続き、

または外国送金に用いられる伝達手段（SWIFT 等）にお

ける要件等に従って、次の各号の情報のいずれか、また

はすべてを支払指図に記載して SWIFT および関係銀行

 

 

 

 

(4) 前項による解除の場合には、送金依頼人から受取

った送金資金等を返却しますので、当行所定の受取書等

に、自署または外国送金依頼書兼告知書に使用した印章

により記名押印のうえ、第 2 項に規定する外国向送金

計算書等とともに提出してください。 

この場合、当行所定の本人確認資料または保証人を求め

ることがあります。 

(5) 受取書等の署名または印影を、外国送金依頼書兼

告知書の署名または印影と相当の注意をもって照合し、

相違ないものと認めたうえ、送金資金等を返却したとき

は、これによって生じた損害については、当行は責任を

負いません。 

５．（支払指図の発信等） 

(1)（略） 

(2) 当行は送金実行のために、日本および海外の関係

各国の法令・制度・勧告・習慣、関係銀行所定の手続き、

または外国送金に用いられる伝達手段における要件等

に従って、次の各号の情報のいずれか、またはすべてを

支払指図に記載して関係銀行に伝言します。また、関係

「マネー・ローンダリ

ング、テロ資金供与、

拡散金融の防止」に関

する記載を追加 

現状の外国送金取り

扱い内容に合わせ改

定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

SWIFT の記載を追加 
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に伝達します。また、関係銀行からの求めに応じて、送

金実行のために情報を伝達する場合があります。なお、

それらの情報は、関係銀行によってさらに受取人に伝達

されることがあります。 

① 送金依頼にあたり記載された情報 

② 送金依頼人の氏名・口座番号・住所、取引参照番号・

その他送金依頼人を特定する情報 

③ 受取人の氏名・口座番号・住所・取引参照番号、そ

の他受取人を特定する情報 

(3) 送金依頼人が指定した支払銀行または関係銀行に

向ける支払指図の伝達手段及び伝達ルートは、当行が適

当と認めるものを利用します。送金依頼人が SWIFT のネ

ットワークシステム内で銀行・支店を識別するための番

号である SWIFT BIC を指定した場合で、SWIFT BIC にも

とづく銀行情報とその他の銀行情報（各国決済システム

が定めるコードによる銀行名・支店名・住所等）に相違

がある場合は、SWIFT BIC にもとづく銀行情報を優先し

て利用します。 

(4)（略） 

(5) 前 3 項の取り扱いによって生じた損害について

は、当行は責任を負いません。 

７．（為替相場） 

(1)（略） 

銀行からの求めに応じて、送金実行のために情報を伝達

する場合があります。なお、それらの情報は、関係銀行

によってさらに受取人に伝言されることがあります。 

 

① 外国送金依頼書に記載された情報 

② 送金依頼人の口座番号・住所、取引参照番号・その

他送金依頼人を特定する情報 

③ 受取人の口座番号・住所・取引参照番号、その他受

取人を特定する情報 

(3) （追加）支払指図の伝送手段は、当行が適当と認

めるものを利用します。また、関係銀行についても、送

金依頼人が特に指定した場合を除き、同様とします。 

 

 

 

 

 

 

(4)（略） 

(5) 前 2 項の取扱いによって生じた損害については、

当行は責任を負いません。 

７．（為替相場） 

(1)（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

SWIFT の取り扱いに

ついての記載を追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

条文番号の変更 
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(2) 第 4 条第 3項、第 9 条第 3 項、第 11 条第 1項第 3

号の規定による送金資金等または返戻金の返却にあた

り、当行が送金依頼人にそれらの資金を送金通貨と異な

る通貨により返却する場合に適用する為替相場は、外国

為替予約取引契約が締結されている場合を除き、当行の

計算実行時における所定の為替相場とします。 

１０．（依頼内容の変更） 

(1)（略） 

① 変更の依頼にあたっては、当行所定の内容変更依頼

書に、送金依頼時に使用した署名または印章により署名

または記名押印のうえ、第 4 条第 2項に規定する外国向

送金計算書等とともに提出してください。（後略） 

 

(2)  内容変更依頼書の署名または印影を、送金依頼時

の署名または印影と相当の注意をもって照合し、相違な

いものと認めたうえ、送金資金等を返却したときは、こ

れによって生じた損害については、当行は責任を負いま

せん。 

１１．（組戻し） 

(1) （略） 

① 組戻しの依頼にあたっては、当行所定の組戻依頼書

に、送金依頼時に使用した署名または印章により署名ま

たは記名押印のうえ、第 4 条第 2項に規定する外国向送

(2) 第 4 条第 4項、第 9 条第 3 項、第 11 条第 1項第 3

号の規定による送金資金等または返戻金の返却にあた

り、当行が送金依頼人にそれらの資金を送金通貨と異な

る通貨により返却する場合に適用する為替相場は、外国

為替予約取引契約が締結されている場合を除き、当行の

計算実行時における所定の為替相場とします。 

１０．（依頼内容の変更） 

(1)（略） 

① 変更の依頼にあたっては、当行所定の内容変更依頼

書に、外国送金依頼書兼告知書に使用した署名または印

章により署名または記名押印のうえ、第 4 条第 2 項に規

定する外国向送金計算書等とともに提出してください。

（後略） 

(2) 前項の依頼内容の変更にあたっての内容変更依頼

書の取扱いについては、第 4 条第 5 項の規定を準用し

ます。また、前項第 2 号の取扱いによって生じた損害に

ついては、当行は責任を負いません。 

 

１１．（組戻し） 

(1) （略） 

① 組戻しの依頼にあたっては、当行所定の組戻依頼書

に、外国送金依頼書兼告知書に使用した署名または印章

により署名または記名押印のうえ、第 4 条第 2項に規定

条文番号の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前項の条文記載変更

により記載を修正 

 

 

 

 

 

現状の外国送金取り

扱い内容に合わせ改

定 
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金計算書等とともに提出してください。この場合、当行

所定の本人確認資料または保証人を求めることがあり

ます。 

② 当行が組戻しの依頼を受けたときは、当行が適当と

認める関係銀行および伝送手段により、組戻依頼書の内

容に従って、組戻しの指図を発信するなど、遅滞なく組

戻しに必要な手続きをとります。組戻しを承諾した関係

銀行から当行が送金に係る返戻金を受領した場合には、

その返戻金を直ちに返却します。 

（削除） 

 

 

 

 

 

(2) 前項の組戻しの依頼にあたっての組戻依頼書の取

り扱い（削除）については、第 10 条第 2 項の規定を準

用します。また、前項第 2号の取り扱いによって生じた

損害については、当行は責任を負いません。 

 

１２．（通知・照会の連絡先） 

(1) 当行がこの取引について送金依頼人に通知・照会

をする場合には、送金依頼時に入力された住所・電話番

する外国向送金計算書等とともに提出してください。こ

の場合、当行所定の本人確認資料または保証人を求める

ことがあります。 

② 当行が組戻しの依頼を受けたときは、当行が適当と

認める関係銀行および伝送手段により、組戻依頼書の内

容に従って、組戻しの指図を発信するなど、遅滞なく組

戻しに必要な手続きをとります。（追加） 

 

 

③ 組戻しを承諾した関係銀行から当行が送金に係る

返戻金を受領した場合には、その返戻金を直ちに返却し

ますので、当行所定の受取書等に、外国送金依頼書兼告

知書に使用した署名または印章により署名または記名

押印のうえ、提出してください。この場合、当行所定の

本人確認資料または保証人を求めることがあります。 

(2) 前項の組戻しの依頼にあたっての組戻依頼書の取

扱いおよび返戻金の返却にあたっての受領書等の取扱

いについては、第 4 条第 5 項の規定を準用します。ま

た、前項第 2 号の取扱いによって生じた損害について

は、当行は責任を負いません。 

１２．（通知・照会の連絡先） 

(1) 当行がこの取引について送金依頼人に通知・照会

をする場合には、外国送金依頼書兼告知書に記載された

 

 

 

現状の外国送金取り

扱い内容に合わせ改

定 

 

 

 

現状の外国送金取り

扱い内容に合わせ改

定 

 

 

 

現状の外国送金取り

扱い内容に合わせ改

定 

 

 

 

現状の外国送金取り

扱い内容に合わせ改
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号を連絡先とします。 住所・電話番号を連絡先とします。 定 

以上 


